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２４ 立命館経済学（第３５巻 ・第２号）

第４章京都市におげる先端技術産業の動向と問題点

序　節　先端技術産業の定義と本稿での限定

　今目，最も　般的には，先端技術型産業としてｒ産業小 ・細分類」基準で医

薬品，通信機器 ・同関連製品，電子応用装置，電気計測器，電子機器用 ・通信

機器用部品，医療用機器および光学機器が列挙されている（以下，一般基準と呼

称する）。 本稿第６表での集計は，か二る基準に基ついている 。

　しかし，先端技術という範曉の明確な概念観定とそれに基づく具体的な産業

小・ 細分類および品目の厳密な確定が行われているわげではない。また，それ

は， ほとんど不可能た事柄であろう。したがって，先端技術とは総括的にはニ

レクトロニクス，新材料（または新素材），バイオテクノロ ジーや情報処理等の

分野におげる革新的な新技術と観定されてはいるが，極めて応用範囲が広く全

ての産業分野に浸透Ｌつ二 あり ，かくして必要に応じて特にそれが高度に利用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５）
される具体的た産業 ・技術 ・製品の分野が特定されるといった状況にある 。

　本稿では，基本的に，『工業統計表』の「産業小 ・細分類」により ，まず全

国・ 広域経済圏区分におげる先端技術産業の統計比較が可能な上記の　般基準

による第６表並びに第７表，つぎに全国 ・京都府 ・京都市の先端技術産業の統

計比較が可能な一般基準に産業用 ロボ ット ，航空機 ・同附属品を加えた第８表

並びに第９表を基礎として論述する 。

第１節　近畿圏におげる先端技術産業の低位性

　この国で先端技術産業が用語として使われ産業群として杜会的に注目され始

めたのは昭和４５（１９７０）年頃からであり ，各種統計もその頃を出発点にしている 。

なかでも，二度の石油危機を通じて資源 ・二矛ノレギー多消費＝「重厚長大」型

の素材型産業が構造的停滞に陥り ，他方でそれに代わって「軽薄短小」型の組

　　　　　　　　　　　　　　　　（２０４）



　　　　　　　　　　京都市産業経済の趨勢と問題点（下）（若林）　　　　　　　　　　２５

ユ加工型産業が成長をリートしている 。

　就中，先端技術産業は産業の高付加価値化 ・知識集約化や「情報革命」を担

う今後の成長産業群として注目され，昭和５８年には先端技術産業を地域経済

振興の主柱に据えた「高度技術工業集積地域開発促進法」（通称，ｒテクノポリス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６）
法」）が制定され，漸次その地域指定が行われつ二 ある。京都府内では指定され

ている地域はないが，事実上，現在進行中の府南部の学術研究文化都市建設地

域がこれに該当する，といえよう 。

　扱て，京都市におげる先端技術産業の分析に入るまえに，全国と対比した近

畿圏におげる先端技術産業の動向を検討しておきたい，と思う 。

　近畿（関西）経済はｒ目本の２０％経済」といわれて久しいが，なお地盤沈下

が進行していることについては前稿で既に指摘した。そして，この傾向は先端

技術産業の動向でも妥当する。とりわげ，昭和５０年代の先端技術産業の工場立

地件数は工場全体よりも一層少なく ，他地域に大きく遅れをとっ ているといわ

なければたらない 。

　第６表は，昭和５５（１９８０）年の近畿各府県の先端技術産業の出荷額とその伸び

を示しているものである。昭和５５年の近畿圏の先端技術産業の出荷額は２兆

第６表先端技術産業の近畿府県の伸び

織華麟鶴 ・…年／１…年令欝萄鶉韓額

京都府
２， ９８１億円 ４． ５２倍 ２． ７９倍

構成比 ユ． ８４劣
一 一

滋賀県
１， ４０９ ９． ８１ ４． ４１

大阪府
１５，２００ ２． ４１ ２． ４１

兵庫県
３， ９１９ ２． ９９ ２． ５４

奈良県
２０５ ２． ＯＯ ３． ３１

和歌山県 １７３ ２． １２ ２． ６２

近畿計
２３，８８７ ２． ７７ ２． ６２

構成比 １４．７７劣
一 ．

全　　国 １６１ ，７１５ ３． １９ ３． １１

備考）先端技術産業　　医薬晶，通信機器　同関連機器，電子応用装置、電気計測機 ，

　電子機器用 ・通信機器用部晶，医療用機器，光学 レンズ。
資料）経済企画庁調査局編『地域経済構造の新展開』昭和５９年，より借用 。

　　　　　　　　　　　　（２０５）



２６ 　　　立命館経済学（第３５巻 ・第２号）

第７表先端技術産業の地域別工場立地動向
（件数）

１９７６～７８ １９７９～８１ １９８２～８４ 合 計

実数１構成比 実数１構成比 実数１構成比 実数１ 構成比

近 畿 ２０１ ７． ７％ ２７１ ４． ９％ ４３１ ４． ８％
・・１

５． ３％

北海道 ７１ ２． ７ ４１ Ｏ． ７ １８１ ２． ０ ２９ １． ７

東 北 ７１１ ２７．３ １７８１ ３２．２ ２９５１ ３２．７ ５４４ ３１ ．８

関 東 １０８１ ４１ ．５ ２０３１ ３６ ．８ ２９４１ ３２．６ ６０５ ３５．３

東 海 １６１ ６． ２ ４１１ ７． ４ ５７１ ６． ３ １１４ ６． ７

北 陸 ７１ ２． ７ ２０１ ３． ６ ４５１ ５． Ｏ ７２ ４． ２

中 国 １１１ ４． ２ ３１１ ５． ６ ３１１ ３． ４ ７３ ４． ３

四 国 ３１ １． ２ １１１ ２． ０ ２３１ ２． ６ ３７ ２． ２

九 州 １７１ ６． ５ ３７１ ６． ７ ９５１ １０ ．５ １４９ ８． ７

合 計 ２６０１ １００ ．０ ５５２１ １００．０ ９０１１ １００．０
・・１・１・…

備考）０　本表は，工場を建設する目的でユ ，０００ｍ２ 以上の用地を取得したもの＼ 集計結果である 。

　　　先端技術産業の範囲は，第６表に同じ 。
資料）通産省立地公害局『工場立地動向調査結果集計表』各年版 。

３， ８８７億円で，全国の１４８劣を占めている。これは，同じ年の近畿圏の工業総

出荷額の対全国構成比１９．２〃こ遠く及ぽず，４．４ポイントも乖離しているので

ある。同時に，近畿圏におげる昭和４５～５５年の先端技術産業の出荷額の伸ぴは

２． ８倍に留まり全国の３．２倍にかなりの遅れをとっ ている 。

　こうしたなかで，昭和５５年の京都府の先端技術産業の出荷額は２，９８１億円 ，

対全国構成比は１８４％であり工業総出荷額の対全国構成比１８２％とほ父 同水準

である。しかも，この水準は昭和４５～５５年の伸び率が４．５倍という全国をかな

り上回った結果として可能にたったものである 。

　また，第７表によれぱ，昭和５０年代の近畿圏におげる先端技術産業の工場立

地件数（一件１，０００ｍ・ 以上）は９０件，対全国比５．３％という「２０劣経済圏」とし

ては全くひどい低さである。しかも，同表の３年趨勢値で見る限りではあるが ，

時系列で低下趨勢になっているのが懸念される。したがって，少なくとも昭和

６０年代前半における出荷額構成比の一層の低下が予想される 。

　この国の先端技術産業の工場立地展開は何よりもまず圧倒的に首都圏に集中

し， 汰かでもとりわけ完成品（産業用 ロポ ット ，コソピュータ ，医用電子機器，光 フ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０６）



　　　　　　　　　　京都市産業経済の趨諺と問題点（下）（若林）　　　　　　　　　２７

アイバー・ 光通信関連機器）は関東臨海＝東京圏に集中している。それに次ぐの

は既存の工業集積に依存した形で近畿圏およひ東海圏てあるが，首都圏とは大

きな格差がついている 。

　近畿圏は，先端技術産業のなかでも市場（情報） ・技術系労働力などの「都市

集積型」立地を必要とする先端技術複合＝完成品工場や研究開発（Ｒ＆Ｄ）部

門に大きな遅れを示している 。

　他方で，昭和５０年以降，東京本杜系企業の工場が東京圏から湊み出すないし

外延的拡大の移で，北関東 ・南東北さらに北東北にまで拡がり ，またＩ　Ｃの量

産に特化した彩で九州（今目 ，九州はｒシリコソ ・アイラソド」として呼ぱれている
　　　　　　　　　　　　４７）
のは周知の事柄である）に及ぶ 。

第２節　京都府 ・市におげる先端技術産業の動向の　般的特徴と問題点

　前節で説明した近畿圏の先端技術産業の極めて由々しい状況の下で，京都市

のそれは一体とのようた経緯を辿っているのであろうか？　 この問題を検討す

るために作成したのが第８表である 。

　まず事業所（工場）数でみると ，京都市は昭和４５（１９７０）年の１８１から昭和４８

年の１６１へと２０も減り ，これを底として昭和５０年代前半に多少の回復の兆しが

見られ，さらに昭和５０年代後半のハイテクおよびベソチャービジネスのブーム

のなかで昭和５８年には２２６事業所となり ，基準年の４５事業所＝２４９劣の増加と

なっ た。 こうした事実の背景には，事業所の市域外流出（移転 ・新設）と市域内

起業および新設の交錯がある 。

　ところが，京都府も況んや全国の事業所数は，京都市のように減少を全く経

験せずに一貫して増加し，昭和４５～５８年の増加率は京都府が京都市の２倍，全

国が３倍とたっているのである。その結果，京都市の事業所数の構成比は，全

国の１．２４％からＯ．８８劣へ， 京都府の６３．３％から５１．８劣へと急減した 。

　従業者数の趨勢は事業所数とは多少違っている 。京都市の従業者数は昭和４５

年から５１年にかげて４４．５劣もの激減を記録し（この激減の基本的原因は次節で言及

する京都市の先端技術産業におげる最大業種であるＸ線装置の従業者数の激減にある） ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０７）



２８ 立命館経済学（第３５巻 ・第２号）

第８表 １９７０～８３年の全国 ・京都府 ・京都市におげる先端技術産業の推移～総括表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１桁／人／百万円）

事業所数

従業者数

出荷額等

　　　実　　数
全　国
　　　指　　数

１９７０

１４．６０４

１００

１９７３

１７．６７１

１２１ ．０

１９７６

１９．１１５

１３０．９

１９８０

２１ ．００８

１４３．９

１９８３

２５．７５８

１７６ ．４

実　　数 ２８６ ３０２ ２９２ ３２９ ４３６

京都府構成比◎ １． ９６％ １． ７１％ １． ５３劣 １． ５７％ １． ６９％

指　　数 １００ １０５ ．６ １０２．１ １１５ ．０ １５２．４

実　　数 １８１ １６１ １７０ １７１ ２２６

山　　構成比◎
都市　　　構成比＠

１． ２４％ ０． ９１％ Ｏ． ８９％ ０． ８１％ ０． ８８％

６３．３％ ５３．３％ ５８．２％ ５２．０劣 ５１．８劣

指　数 １００ ８９ ．Ｏ ９３ ．９ ９４．５ １２４ ．９

　　　実　　数
全　国
　　　指　　数

　　　実　　数

凪都府構成比◎

　　　指　　数

　　　実　　数

　　　構成比◎
京都市
　　　構成比◎

　　　指　　数

　　　実　　数
全　国
　　　指　　数

　　　実　　数

凪都府構成比◎

　　　指　　数

　　　実　　数

　　　構成比◎
京都市
　　　構成比◎

　　　指　　数

９５８．２２９

１００

２１ ，６６７

Ｚ２６％

１００

　８．２３５

０． ８６％

３８．０％

１００

５， ５０２．８１４

　１００

１３９．９１６

２． ５４％

１００

５３．２１６

０． ９７％

３８．Ｏ％

１００

９８５．３４０

１０２．８

１９．０２８

１． ９３劣

８７．８

４． ３９２

０． ４５％

２３．１％

５３．３

７， ６４２．５４２

　１３８．９

１６４．３９０

２． １５％

１１７．５

３６ ．４１２

０． ４８％

２２．１％

６８．４

９３２．３５９

９７．３

１４．３８４

１． ５４劣

６６ ．４

４． ５７３

０． ４９％

３１．８％

５５．５

１０，７９２．１４８

　１９６ ．１

２０５．６８４

１． ９１％

１４７．０

５８．６３９

０． ５４％

２８．５劣

１１０．２

９９０．３４５

１０３ ．４

１７．４７７

１． ７６％

８０．７

６． ２９９

０． ６４％

３６．Ｏ％

７６ ．５

１７，３５８．０１２

　３１５ ．４

３２９．５１３

１． ９０％

２３５ ．５

１１７．２４３

０． ６８％

３５．６劣

２２０．３

１， ２４２．３５８

　１２９ ．７

２５．５３９

２． ０６％

１１７．９

　９．３６３

０． ７５％

３６．７劣

１１３ ．７

２６，２４０．１１１

　４７６ ．８

６９１ ．９３８

２． ６４％

４９４．５

１９８．３９２

０． ７６劣

２８．７％

３７２．８

備考）１）本表は，全事業所統計である 。

　　２）先端技術産業の範囲は，後掲第９表による 。

　　　３）構成比は，Ｏ　対全国構成比率を，◎対京都府構成比率を示す。

　　４）界都府および界都市の従業者数　出荷額等には秘匿数字があり，多少，過小に表示されていることに

　　　注意が必要である 。

資料）後掲第９表より集計した 。

（２０８）
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この年を底にして再び増加基調となり昭和５８年にはようやく基準年を１３・７劣上

回っ た。 この相対的に低い増加率でさえ，同じ期問に京都市工業の従業者数か

２１．１劣の減少となっているのとは対瞭的である 。

　京都府の趨勢も京都市とほ父 同様であり ，昭和５８年に始めて基準年 ＝昭和４５

年を１７．９％上回ったに留まり ，京都市に僅か４．２％高いに過ぎない。だカミ，こ

れもまた，昭和４５～５８年に京都府工業の従業者数は１２４劣の減とたっているの

とは対蹴的である。全国では昭和５０年代半はは第一次石油危機の下での減量経

営の影響をうけ昭和４８年から５１年にかけて減少し，その後遺症は昭和５５年迄残

ったといわなげれはならない。しかし，昭和５５～５８年に約２ｏ万人も増加し・基

準年を２９７％も上回っている。昭和４５～５８年における全国工業の従業者数も

２． ８％の減となっており ，これまた注目すべき対瞭的な開差である 。

　出荷額でも京都市は，昭和４５～４８年に３１．６劣という大幅減を経験し，その後

増勢に転じたがこの後遺症は回復できず，昭和５８年に基準年の３．７３倍に留まっ

た。 しかし，この倍率でさえ，京都市工業の２．６４倍をはるかに上回っている ・

　京都府の出荷額は興味深いヵ一ブを描いている。すなわち・京都府は乙訓地

区にこの国の
‘‘

イテク地区”を擁しているが故に京都市とは違って出荷額の

減少というバニック的現象は随伴してはいないが，それでも昭和５０年代前半ま

では全国比で重大な立ち遅れを経験した。　しかし，昭和５０年代後半（１９８０年代

前半）の３年問だけで２．１倍の急成長をした結果，昭和４５～５８年の期間の京都

府の出荷額の伸ぴは４９５倍になり全国を僅かなから上回ったのである・京都府

　　　　　　　　　　　　　　　４８）
工業の３．１８倍にも大差を付けている 。

　全国の先端技術産業の出荷額は昭和４５年から５５年までは一貫して加速度をつ

けながら増加したが，昭和５５～５８年は京都府の伸びの１／４の５１．２劣増に留まり ，

結局，昭和４５～５８年の伸びは京都府を下回ったのである 。しかし，前節で既に

指摘したように，昭和５０年代におげる先端技術産業の地域別工場立地動向から

見て，京都府の先端技術産業の昭和６０年代前半の全国平均を越える高い成長の

実現は予断を許さない状況にあるといえる 。

　こうした中で，昭和４５年以降，京都市は全国の工業総出荷額における占有率

　　　　　　　　　　　　　　　　（２０９）
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を減らしているばかりでなく先端技術産業におげるそれも中問時点での大幅な

落ち込みからはある程度回復してはいるが趨勢的に減らしている。しかも，前

者の占有率よりも後者のそれの方が一層低い事実が止目される。すなわち，全

国の工業総出荷額に占める京都市の占有率は，昭和４５年 ＝１．３１劣，昭和５１年 ＝

１１１％　昭和５８年一１００劣であり ，先端技術産業のそれはそれぞれ０９７％→
Ｏ． ５４劣→０．７６劣である

。

　同時に，京都市工業総出荷額に占める先端技術産業の比率も全副こ比べて低

い。 先の年次順で見ると，京都市では５．９労→３．６劣→８．３劣であるが，全国で

は８・Ｏ劣→７．４劣→１１．Ｏ％となっている。しかし，ハイテク地区＝乙訓を抱える

京都府は，全国水準を越え，９．８劣→７．６劣→１５．２劣となっている。したが って

また・京都市とは反対に全国の工業総出荷額に占める京都府の占有率よりも先

端技術産業におげるそれの方が高い。先の年次順に，前者は２．０７劣→１．８７劣→

１． ９１％であるが，後者はＺ５４劣→１．９１％→２．６４劣となっている。換言すれぱ ，

京都市は京都府工業総出荷額の６０～５２％を占めながら先端技術産業では第８表

に示されているように３８～２２劣を占めるにすぎたいのである
。

　かくして，京都市は産業構造の
‘‘

イテク化”に大きく遅れをとっ ていると

いわなげればならたいであろう 。このことは，同時に，後述する情報サービス

業の後進性とともに，京都市の企業構造の特徴である圧倒的に高い比重を占め

る中小企業の先端技術への対応にも重大な遅れをもたらしている。他方で，こ

れは，京都市の産業構造の
‘‘

イテク化
’’

や‘‘情報化
’’

に向けた産業基盤整備

なとのイソフラストラクチュア投資の低位性や特に先端技術産業工場の市域外

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４９）流出に示される都市経営におげる失政の結果でもある，と思われる 。

　　第３節京都席 ・市におげる先端技術産業の個別業種の動向と問題点

　昭和４５～５８年におげる全国 ・京都府 ・京都市の先端技術産業の個別業種の動

向を分析するために作成したのが第９表であり ，これは第８表の原表でもある 。

第９表では紙幅の都合で「産業小分類」の３桁分類を基礎としそのうち先端技

術産業の典型的な４桁分類業種を内訳として，また４桁分類でしか存在しない

　　　　　　　　　　　　　　　　（２ユＯ）
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業種も表示した 。

　第９表によれほ，基準年の昭和４５年において京都市が全国出荷額の１．Ｏ％以

上を占めている業種は，３５５１Ｘ線装置（４６．９％）がほとんど全部を占めるとい

ってよい３５５電子応用装置（６２５劣），３５６電気計測器（２２３劣），歯科用機器を

中心とする３７３医療用機器（１．６１％）である。なかでも，京都市の先端技術産業

出荷額の４７．７劣をいわぱ在来型のＸ線装置で占めているのが注目される。こ上

で特に止目すべきことは，京都市は，通信機器部門，電子計算機部門およびオ

プト部門を欠いているか著しく弱いことである。これは，今目に至るも変らな

い特徴である 。

　昭和５１年時点で京都市の先端技術産業について昭和４５年との対比で指摘すべ

きことは，一方では，○Ｘ線装置出荷額の激減を反映して電子応用装置のそれ

が激減したこと　＠電気計測器の出荷額も激減したこと　　医薬品，通信機器

・同関連製品および光学 レソズも対全国構成比を減らしていることであり ，他

方では，＠電子 ・通信機器用部品の対全国構成比で１．Ｏ％の壁を越えたこと

◎医療用機器が１０．８倍の急成長をして対全国構成比で５．４４劣という高水準に達

したこと，である 。

　昭和５８年におげる京都市の先端技術産業の特徴は，◎Ｘ線装置の出荷額が既

に大幅に回復していること　◎他方で，昭和４５～５８年に全国の電子計算機が９

倍の３兆円台，その他の電子応用装置が９８倍の３兆円台に乗せ，これら２業種

を欠く京都市は電子応用装置出荷額の対全国構成比で１３２劣になり昭和４５年比

で５劣減とた ったこと　◎半導体素子が超急成長したこと（昭和４５～５８年に２３０

倍）　　医薬品 ・医療用機器の出荷額が昭和５５～５８年に停滞ないし徴減してい

ること　◎かくして京都市の先端技術産業はその出荷額の７２％がＸ線装置と半

導体素子の２業種で占められるほどに特化していること，である 。

　昭和５８年における京都府の先端技術産業の京都市との際立った違いは，イ）

テレヒ ．ラシオ受信機と電気音響機器を中心とした通信機器 ・同関連機器で対

全国構成比３．８０％を確保していること　 口）ＶＴＲ等が含まれるその他の電子

応用装置が一定の地歩を築いていること　ハ）電気計測器についても同様であ

　　　　　　　　　　　　　　　　（２１ユ）
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ること　 二）半導体素子とともに集積回路，その他の電子 ・通信機器用部品も

全国比でかなりの比重を占め，それらを一括する電子 ・通信機器用部品の出荷

額は対全国比で３．１３〃こ達すること等である 。

　昭和６０年代の今日，京都市の産業構造の
‘‘

イテク化”への道はたお極めて

険しいといわなげれはならない。目本経済新聞杜の全国主要１００都市ハイテク

（高度先端技術）度調査（Ａ～Ｅの５段階評価）によれは，京都市は，産業集積 ＝
Ｄ， 研究機能＝Ｃ，開発利用 ＝Ｄ，都市条件＝Ｂという評価がつげられ，総合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０）
順位は政令指定１０都市（東尺都区部を除く）のなかで最下位でもある７３位である

。

　しかも，京都市南部を含む京都府南部地域を中心としてベソチャーヒシ不ス
　　　　　　　　　　　　　　　５１）
がかなり盛んに展開されているが，京都市が時宜を誤らずにイソフラストラク

チュ アの整備を含む立地誘導を進めたげれはまた京都市内のこれらの企業も市

域外に流出していく可能性が少なくないのである
。

　４５）科学技術庁ｒ科学技術白書』昭和６０年版；通産省工業技術院監修ｒ’８６年版

　　　 目本の工業技術』目刊工業新聞杜，昭和６１年；国土庁計画 ・調整局編ｒ（四全総

　　　長期展望作業中問とりまとめ）目本　２１世紀への展望』昭和５９年；田辺俊彦ｒ図

　　　説　日本の産業（昭和５８年版）』財経詳報杜，昭和５８年 ；ｒ岩波現代産業情報 ’８６』

　　　岩波書店，１９８６年；目刊工業新聞杜特別取材班ｒ目本のハイテク産業最前線』日

　　　刊工業新聞杜，昭和６１年，などを参照 。

　４６）　「テクノポリス法」をめぐっ ては，さしあたり次の文献を参照，有賀雄一郎

　　　「高度技術工業集積地域開発促進法について一テクノポリス法一」ｒ地方自治』

　　　 Ｎｏ．４２８，昭和５８年７月；本間義人ｒｒ地方』を見失ったテクノポリスの運命」

　　　ｒ経済往来』昭和５９年３月
。

　４７）近畿地域技術振興会議 ・大阪通産局ｒ近畿地域技術振興計画』昭和５８年９月；

　　　世界を考える京都座会／ｒテクノポリスと国土創生研究」分科会ｒ関酉 コリドー

　　　ルプラソ』ＰＨＰ研究所，昭和５９年１０月 ，（財）機械振興協会経済研究所ｒ局度

　　　情報化杜会におげる地方産業の動向と展開に関する調査研究』昭和６０年２月；同

　　　ｒ先端技術産業の地域展開』昭和６０年５月 ，『岩波現代産業情報 ’８６』，を参照。

　４８）京都府工業の長期的趨勢については，拙稿ｒ京都府 ・市工業構造の時系列比較

　　　統計分析」ｒ人文科学研究所紀要（立命館大学）』第３８号，１９８４年１２月；同「昭和

　　　 ５０年代におげる京都工業の構造変化」，立命館大学人文科学研究所／京都地域研

　　　究会ｒ京都地域研究』ＶＯ１．１．１９８６年３月，を参照 。

　４９）京都近代工業振興研究会『研究報告書』昭和５７年３月； 京都市経済局『先端産

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１６）
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　業の育成 ・立地に関する調査』昭和５８年３月 ，京都府商工部『中小企業の技術高

　度化のあり方　　先端技術への対応を中心として』昭和５８年３月 ，京都府立中小

　企業総合指導所ｒ京都府下におげる研究開発型企業の経営実態調査報告書』昭和

　５９年３月；京都産業晴報セソター「京都企業のハイテクに関する意識調査の結

　果」ｒＪｏｈｏ』Ｎｏ．６８，昭和５９年８月 ，を参照 。

５０）　ｒ日本経済新聞』昭和６１年１月４日，を参照 。

５１）　日本経済新聞杜ｒ日経会杜情報／臨時増刊 ・ベソチャーピジネス版』１９８４年

　版；竹内令ｒ京都ベソチャーズ』ジャテ ック出版，１９８５年；京都府中小企業指…尊

　所ｒベソチャー・ ビジネス業界構造診断報告書』昭和６１年３月；ｒ新 ・ベソチャ

　ー＜企業家群像＞」１～５２，ｒ京都新聞』日曜特集（昭和５９年５月１２日～昭和６０年

　９月２９目），を参照 。

第５章京都市商業の構造的停滞

第ユ節　京都市商業の一般的特徴

　今日，京都市の商業は，工業におげる繊維，就中，和装産業に優るとも劣ら

ない危機的状況に直面している。昭和６０年の京都市年間商品販売額（昭和５９年

５月１目～昭和６０年４月３１目，但し飲食店は含まれていない）が商業統計調査が始ま

って以来始めて前回（昭和５７年）比で減少（１眺）を記録したからである。後

述するように，昭和６０年に年問商品販売額が前回比で減少を記録したのは政令
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２）
指定１１都市のなかで北九州市の０５劣の減少のみである。まさに，京都市商業

は１１都市中最悪の事態に陥ったのである 。

　こうした事態は，昭和５７～６０年の間に突然起こっ たのでは決してない。すな

わち，昭和４８年の第一次石油危機を決定的な契機にこの国の高度経済成長が終

焉し，さらに昭和５４年に第二次石油危機を経験し，その度に深刻な世界同時不

況を経過しているなかで進行してきたのである。特に第二次石油危機を契機と

した京都市経済の実質経済成長の半ぱ停止状態と正の相関にある事態であり ，

その最も重要な構成部分である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１７）
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第１０表　京都市商業の商店数 ・従業者数 ・年問商品販売額等の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和４７年 ＝１００）

商店数 従業者数
１商店 従業者

年間商品販売額 １商店
当たり

１人当
当たり
の年間 たりの

実数１鯛 指数 実数雛指数 実数１鰯 指数
の従業
商品販
年問商

者数
売額
品販売
額

昭和 ％１

２９．４３６１２．１１１００ ．０
　人１％１
５５・５４８…６・Ｏ１１０ひ０

５５・３２５１▲ひ１１９９ ・９

百万円１　％１ 人 万円 万円
４７ ２， ２７３．８０９１２７．２１１００．０ ５． ３ ７， ７２５ １， ４６２

４９ ・＆・６・１▲・３１… ユ３３Ｚｇ１８１４ａ６１１４＆６ ４． ０ １１ ，５８５ ２， ８９０

５１ ２９．８２８１３．７１１０１ ．３ １５９．５６１１２．７１１０２．６ ４， １１０．０３７１２３．３１１８０．８ ５． ３ １３，７７９ ２， ５７６

５４ ３岬６１・・９１・・ふ３

＆７６９１１１・１１１１４７

・・Ｚ・３・１・・１１・・６ ４８２．７２４１１■４１２１Ｚ２

，３１０．３３３１３０．８１２７７．５

５． ４ １５，８７１ ２， ９６５

５７ １８３．３８２１１２．７１１１７．９ ５． ４ １８，６８７ ３， ４４１

６０ ３１．４５２１▲６．９１１０６ ．８ １７６．３６３１▲３・８１１１３ ・４ ６， ２１７．８３６１▲１ ．５１２７３ ．５ ５． ６ １９，７６９ ３， ５２６

備考）０　本表は，飲食店を合まない（昭和６０年に調査を実施せず）。

　　　　　昭和４７年に対する前回とは昭和４５年である 。

　　　＠　原表の明白な誤り（昭和４９年の従業者数欄）は，当該年資料にて訂正した 。
資料）京都市総務局統計課『京都市の商業』昭和６０年版。

　第１０表は，この国の経済が不安定低成長期に移行する直前の昭和４７年から６０

年までの京都市商業の総括表である 。

　この期間を通して京都市商業は，商店数で２，０１６店（６８％）の増加，従業者

数で２万８１５人（１３．４％）の増加，年問商品販売額で３兆９，４４０億円（１７３．５％）

の増加とな っている。だが，この増加率は，６大都市のなかで，商店数と年問

商品販売額で最下位，従業者数で第５位である 。

　同時に，この期問中に京都市商業は商店数並ひに従業者数において前回比で

二度に亙る減少を経験している。最初は第１次石油危機を跨く昭和４７～４９年で

ある。しかし，この時は「狂乱物価」の影響の下で年問商品販売額は４６．６％の

増加とたっている。二度目が今回である。今回は，商店数＝２，３１７（６９％）の

減， 従業者数：７，０１９人（３８％）の減，そして年間商品販売額＝９２４億９７百万

円（１５％）の減とたり ，３指標とも前回と比較して極めて深刻な事態とな った 。

　か二る事実は，京都市の生産市民所得（ｒ経済活動別市内総生産」）のうち卸冗 ・

小売業が対前年度増加率（名目値）で昭和５７年度＝０１労の増加，昭和５８年度
　　　　　　５３）
＝４．６％の減少（昭和５９年度は本稿執筆時点で未発表）にたっていること 二まさに

正の相関をなしている。また，昭和５７年度～６０年度の商業統計調査対象期問と

の関係でこの国の（名目）経済成長率を重畳さ娃てみると，昭和５６年度～５９年

　　　　　　　　　　　　　　　　（２１８）
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　　　　　　　　　　　　　５４）
度の３年問は１６．７劣（年率５．２％）とな っている 。さらに，京都市を除くその他

の政令指定１０都市商業の年間商品販売額は，北九州市以外は２６～１２９％の増

加とたっているのである 。したが って，この間におげる京都市商業の年間商品

販売額のプイナス成長は，いわぱ国民経済的理由（京都市にとっ ての外生的要因）

からというよりはむしろ京都市経済固有の内生的要因から生じていると見たさ

たけれぼならないであろう 。

　このことを多少とも傍証するために，現在時点で京都市商業と全国商業（飲

食店を含まず）との対比が可能な昭和４７～５７年の３指標統計を取り上げてみたい

と考える 。

　昭和４７～５７年におげる卸小売商業の３指標の増加率を見ると，京都市は商店

数＝１４．７劣，従業者数 ＝１７．７劣，年問商品販売額 ＝１７７．５％である。全国は ，

それぞれ，２２４％，２８３％，２６４６労である。京都市商業は，いずれの指標も ，

全国の平均増加率に大きく格差をつげられているが，なかでも重大たのは年問

商品販売額の増加率の格差である。すたわち，この間の京都市商業の年問商品

販売額の増加年率は１０．７％であり ，全国商業の増加年率は１３．８劣である。京都

市は全国に総増加率で８７．１％，年率にして３．１ポイソトという大差をつげられ

ていることになる 。

　そのうえに，その後（昭和５７～６０年）のマイナス成長が加わるのである。そこ

で， 昭和５７～６０年におげる京都市商業で特徴的なことを指摘しておこう 。

　第１に，商店数の減少が従来の趨勢とは違って従業者１～９人の零細 ・小規

模店で極めて著しく ，減少総数の２，３１７店に対して１０１．６刎こ相当する２
，３５４

店（減少率７７％）に達したことである。同時に，従業者１０～２９人の中観模店か

６０店 ＝２．４劣増加し，商店の中規模化が進んでいる 。

　第２に，同様のことは従業者数の観模別構成比でも妥当する。従業者数は全

体として３．８劣の減少にも拘らず，１０～２９人観模店だげは６１０人 ＝１．６％と僅か

ながらも増加しているのである 。

　第３に，他方で，年間商品販売額では従業者２０～２９人と３０～４９人の１ラソク

上にシフトした店舗規模層のみが増加させ，特に３０～４９人規模店が商店数 ・従

　　　　　　　　　　　　　　　　（２１９）
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業者数の減少にも拘らず販売額を１４９％も増加させたのである
。

第２節　京都市商業の主要業種の動向と問題点

　本節では，京都市商業の全体的な構造的停滞状況の実態はとのようなもので

あるのを主要業種の動向の分析を通じて明らかにしたい，と思う 。そのために

作成したのが第１１～１－３表である
。

　（１）卸売業と小売業の構成比

　京都市商業の構成を年間商品販売額で見ると，昭和４７年には鈍冗業＝７７３劣，

小売業 ＝２２．７劣（飲食店を含めると，鈎売業 ＝７４．６％，小売業 ＝２１．９劣，飲食店 ＝３．５

％）であり ，昭和６０年には卸売業・７５５％，小売業一２４５劣となっている。し

たがって，この期間中に両者の構成比にそれほど大きた変動は起こっ ておらず ，

勧小冗商業のなかでは大体，卸冗業が３／４，小売業が１／４の構成比で推移して

きたと見てよいであろう 。

　そして，「産業小分類」基準で，卸冗業で最大の位置を占めているのが繊緯

品であり ，小売業では飲食料品である。しかし，特に年問商品販売額で見れば ，

単独業種として繊維品の圧倒的地位は昭和５８年でさえなお揺らいでいたい 。

　そこで，昭和４７～６０年の京都市商業の推移を卸冗業と小売業に分けて分析し

てみよう 。

　（２）卸売業の動向と問題点

　卸冗業のたかでまず特筆すべきことは，繊緯品の圧倒的な比重である。そし

て， 繊緯と衣服 ・身の回り品を合計するとそれは一層際立っている 。

　昭和４７～６０年に，卸冗業は，商店数で４１１劣の増，従業者数で１６５劣の増 ，

年間商品販売額で１６７０％の増で推移した。そして，間題たのは昭和５７～６０年

におげる商店数，従業者数のみならず，年間商品販売額もの減少である。すた

わち，商店数の４２劣減，従業者数の４５％滅，年問商品販売額の３３％減で

ある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２０）
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　他方で・京都市と全国の卸冗業の昭和４７～５７年のそれぞれの増加率を対置し

てみると，商店数＝４７３劣対６４７％従業者数＝２２０劣対３５８劣，年問商品販

売額＝１７６０劣対２７３２％であり ，京都市卸冗業は全国にかなり大きく水を開

げられていることがわかる。その最大の原因は，既に示竣したように，京都市

卸冗業で最大の比重を占める繊維品，就中，繊維品の約８割を占める室町繊維
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５）問屋に代表されるこの国有数の和装繊維関係の鈍冗業の低迷である

。

　繊維品卸冗業は・昭和４７～６０年において店舗数で３１５％の増，従業者数で
１１９％の滅，年間商品販売額で５８４劣の増で推移し，京都市卸冗業の平均趨勢

にいずれの指標も大きく遅れをとっ ている。特に年問商品販売額増加率の遅れ

は深刻である・というよりは，むしろ淘売業で圧倒的比重を占める繊維品卸売

業の低迷こそは・京都市卸冗業全体の成長率の全国水準へのキャッ チア ッブの

足を引っ張りそれを不可能にしていると言う方が正鵠を射ている，と思われる 。

　その結果，特に京都市卸冗業の年間商品販売額に占める繊緯品の構成比は
，

第１１表～３に明示しているように，昭和４７年の４７．３老から４５．１劣→３５．０劣→

３３．６労と一貫して下がり続げ，昭和６０年には遂に３０％の大台をも割 って２８．１％

にまで低落した 。

　しかも・昭和５７～６０年の勧売業全体の年問商品販売額の減少（１，５９０億円）の

決定的原因は繊維品の減少（３，０９７億円）にある。それは，繊維品とともに京都

市卸売業のなかで比較的高い比重をもつ衣服 ・身の回り品卸売業の年間商品販

売額の昭和５４年以来の販売額の減少（昭和５４～６０年に１，７３６億円＝２４．５％の減）と

ともに・機械器具等爾余の卸冗業種の比較的高い成長を相殺し，昭和５７～６０年

のように卸冗業全体がマイナスに陥るほとの原因をつくり出しているのである
。

　昭和５７～６０年におげる京都市卸売業の年問商品販売額の１，５９０億円＝３３劣の

減少はまさにもっぱら繊維品卸冗業と身の回り品卸冗業の低迷に起因し，かく

して京都市商業全体のマイナス成長の決定的原因とたったのである 。

　繊維品卸冗業と身の回り品卸冗業のこうした低迷は一過的＝循環的性格のも

のではなし構造的な性格をもつものである。まさに，両卸冗業の事態は京都市

工業におげる繊維工業の衰退傾向および衣服 ・その他繊維製品の構造不況と重

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２４）



　　　　　　　　　京都市産業経済の趨勢と問題点（下）（若林）　　　　　　　　　４５

　　　　　　５６）
畳するのである 。

　繊維品卸冗業と身の回り品卸冗業以外の京都市卸売業の主要業種は，機械器

具， 農畜産物 ・水産物およぴ食料 ・飲料の３卸冗業である 。

　このなかで最も注目されるのは，京都府南部で成長著しい電気機械を筆顕と

する機械金属工業ないし都市＝金属加工型工業類型と対応する機械器具卸売業

の発展である 。昭和４７～６０年に機械器具卸売業は，商店数で２．２倍，従業者数

で約１．９倍，年問商品販売額で５．６倍と極めて順調な成長を遂げた。その結果 ，

年間商品販売額で機械器具が卸売業全体で占める構成比は，昭和４７年の６７％

＝１，１５９億円（：卸売業界第５位）から昭和６０年には１４．Ｏ％ ＝６，５８７億円（同，第２

位）と２倍以上とな った 。

　農畜産物 ・水産物卸冗業およひ食料 ・飲料卸売業の推移は，家計消費の中で

の安定的な食料費支出を反映している 。

　（３）小売業の動向と間題点

　昭和４７～６０年における京都市小売業の動向は，特に最も重要な指標である年

問商品販売額の増加率を卸冗業と対比すれは相対的には良好に推移してきたと

いっ てよい。本稿執筆時点で統計的に比較可能な昭和４７～５７年におげる全国と

京都市の小売業の３指標を対比すると，商店数は１５１％増対７４％増，従業者

数は２３．９劣増対１４．５％増，年間商品販売額は２３２．１％増対１８２．７劣増である。換

言すれぱ，京都市は全国の増加率を基準（＝１００％）にするとそれぞれ４９狐６１

％， ７９％にたり ，大きな格差がついている。それを卸売業での同様の比較から

見れば，京都市小売業は，商店数で卸売業に劣り ，従業者数でほ£ 同水準，年

問商品販売額で卸冗業を大きく上回る 。

　扱て，昭和４７～６０年におげる京都市小売業は，商店数では昭和５７年にピーク

をつくっ てはいるが結局ほとんど横這いで推移し，その下で従業者数は９，２０４

人＝１０．８％増加し，年問商品販売額で２．９６倍とな っている 。

　とはいえ，昭和５７～６０年におげる京都市小売業の動向は，京都市におげる実

質経済成長の停止に近い状況および市民所得の伸び悩み傾向を反映してかなり

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２５）
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深刻な消費低迷ないし消費不況的な様相を呈しているように思われる。すたわ

ち， 昭和５７～６０年におげる京都市小売業は，商店数が１，９７９店＝７７劣の減少 ，

従業者数が３，１１１人＝３２％の減少となり ，年間商品販売額の増加率が４６劣

（年率 ＝１．５％）に留まり ，この問の消費者物価上昇率の６．２％（年率 ：２．Ｏ％）を

考慮すれぱ実質マイナス成長であるといわなげればならないからである。そし

て， 商店数と従業者数の減少は，第１１表～１－２で明らかたように，全業種に

及んでいる。さらに，年間商品販売額では１９％減～２１９労増の幅でかなりの

バラツキがあり ，消費低迷の下での選択的消費行動の強まりを読み取ることが

できるように思う 。

　こうしたなかで，昭和６０年３月２６目までの５年間続いた京都市議会の大型店

凍結宣言（スーバー等大規模小売店舗の出店凍結に関する決議）にも拘らず，昭和５７

～６０年において商店数の９５劣を占める従業者１～９人の零細 ・小揚模店が全体

の減少数 ＝１，９７９を越える２，０７６店 ＝８．４劣も減少し，同時に，従業者数の滅少

も著しく ，年間商品販売額もほとんと横這い状態（従業者１～２人の零細店は５７

％減）で推移した 。

　他方で，従業者１０～１９人の中規模店が９０店＝１２１％増，従業者数が１０４劣増 ，

年間商品販売額が１７．８劣増となっていることに止目すべきであろう。大型店凍

結宣１…の下でのいわゆるコソヒニェソス ・ストァとミニ ・スーパーの増加趨勢
　　　　　　　　　５７）
を反映したものである，と思われる。さらに，従業者５０人以上の大規模店舗層

も商店数 ・従業者数 ・年間商品販売額を安定的に増加させていることも指摘し

ておくべきであろう 。

　５年間の大型店凍結宣言は，京都市小売業全体にとっ て見れは，近年顕著に

なっ ている選択的消費行動やｒサーピス経済化」などの消費構造の変化に先行

的に対応するのに遅れを生み，同時に，従来市域内外から吸引していた消費需

要の一部を大阪市や神戸市に流出させたのではないかという憾みを否定できな

い。

　か上る小売業全体の　般的趨勢の下で，昭和４７～６０年において特に最大業種

の飲食料品小売業が１，２２３店 ＝１１．３％も減らしているのが目立っている。しか

　　　　　　　　　　　　　　　　（２２６）
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も， 昭和５７～６０年の３年間に８８１店も減少しているのである。消費低迷の最中

に， まさに飲食料品小売業におげるコソビニ店やミニ ・スーバーの進出によっ

て競争が激化し，零細 ・小撹模飲食料品店が転廃業を余儀なくされたことが推

定される。すなわち，この問に従業者１～４人の零細 ・小観模飲食料品店カミ ，

商店数＝９６８店の減，従業老数 ＝１，９００人の減，年問商品販売額＝５９億円の減を

経験し，商店数と従業者数の減少てはこの業種全体のそれを上回っているので

ある 。

　昭和４７～６０年におげる京都市小売業の構成業種間の年間商品販売額の増加率

格差は，卸冗業と比へると，意外に小さい。そのなかで，この問に年問商品販

売額が３倍以上になったのは百貨店と大型スーパーなどの各種商品小売業と飲

食料品小売業だげである。家具 ・建具 ・什器小売業はこの期間の京都市におげ

る住宅建設不振を反映し，自動車 ・自転車小売業は今目の成熟市場としての特

質を表示している，と思われる 。

　かくして，今目の京都市小売商業に求められている課題は，家計における実

質消費額の伸び率停滞趨勢の下で消費構造の著しい変化をもたらしている世代

交代の進行（ｒ高度経済成長」世代家計＝世帯主の本格的登場）や選択的＝分衆的消

費行動および多様化した消費構造に先行的に対応する商品（品揃え）政策 ・価

格政策 ・店つくりなとと 二もに，それを一定の商業集積として魅力ある町つく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５８）
りによる個性的な都市空問的 レイァウトのなかに配置することであろう 。

第３節　６大都市商業の趨勢と京都市の位置

　本早の最後に，昭和４７～６０年における６大都市商業の趨勢とそのなかでの京

都市の位置を確認しておきたい，と思う 。そのために作成したのが第１２表であ

る。

　周知のように，６大都市のなかで商業集積が最も進んでいるのは東京都区部

と大阪市である。両都市は国内およぴ輸出入の物資集散地として卸売業の比重

がとひ抜けて高い。すなわち，卸小売商業（年問商品販売額〔昭和５７年〕）のたか

で卸冗業が占める比重は，東京都区部が９３８劣，大阪市か９３７ガであり ，京都

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２７）
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　　　　　　　　　　　　第１２表 ６大都市商業の商店数

京都市
　◎時系列指数

　　比較指数
　対前回増減率

東京都区部

　◎時系列指数

　　比較指数
　対前回増減率

横浜市
　◎時系列指数

　　比較指数
　対前回増減率

名古屋市
　◎時系列指数

　◎比較指数
　対前回増減率

大　阪　市

◎時系列指数

　　比較指数
対前回増減率

神戸市
　◎時系列指数

　＠比較指数
　対前回増減率

商　　　店　　　数　（店）

Ｓ． ４７　　　Ｓ ．５１　　　Ｓ ．５７　　　Ｓ ．６０

３１．４５２

１０６ ．８

１００

▲６ ．９

１８０．４３１

１１８．６

５７４

▲７．２

３４．２２６

１１８．７

１０９

▲３ ．７

４９．６７９

１１３ ．５

１５８

▲５．５

８５．２７０

１１１ ．５

２７１

▲６ ．５

２５．４５０

１ユ４ ，０

　８１

▲５ ．３

従　　業　　者

Ｓ． ４７　　　　Ｓ ．５１

１５９．５６１

１０２．６

１００

　２．６

１， ２５８．２８４

　１１２．９

　７８９

　　１２．９

１６３ ．８７１

１１１ ．５

１０３

　１１ ．５

３２１ ．０３８

１０７．０

２０１

　７．Ｏ

６０４．８１１

１０１ ．３

３７９

　１ ．３

１２２．７２２

１０１ ．６

　７７

　１ ．６

　　　　備考）０　本表は。飲食店を含まない 。

　　　　　　　　　時系列指数とは，各都市の昭和４７年の実数を１００とした増減指数である 。

　　　　　　　　　比較指数とは，各年の京都市の実数を１００とした各都市の相対比較規模を示す 。
　　　　資料）大都市統計鶴議会『大都市比較統計年表』各年版，京都市総務局統計課『京都市の商業』昭和６０

市の７６９劣とは比較しようがない。そして，全国卸冗業の年間商品販売額にお

いて占める東京都区部の比重は３７．２劣，大阪市は１５．Ｏ劣であり ，これまた京都

市の１．２％とは到底比較しようのない位置にある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５？）

　他方で，横浜市は貿易港としての地位はこの国の首位に立つが，卸冗業の機

能は東京都区部に依存した衛星都市である。すなわち，京都市の人口の２倍を

有する横浜市卸冗業の全国構成比は１３劣であり ，京都市とさほど変らない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２８）
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・従業者数 ・年間商品販売額

数（人）

Ｓ． ５７　　　　Ｓ ．６０

１７６．３６３

１１３ ．４

１００

▲３ ．８

１９２．１６３

１３０．７

１０２

　２．９

３４６．１１６

１１５ ．３

１９６

▲１ ．３

６２５．８１３

１０４．８

３５５

▲２．１

１４０．３１２

１１６ ，２

　８０

▲１ ．３

年間商品販売額（百万円）

Ｓ． ４７　　　　　Ｓ ．５１ Ｓ． ５７　　　　　Ｓ ．６０

６， ２１７．８３６

　２７３ ．５

　１００

　▲１ ．５

８， ０２１．８６９

　３８８．３

　１２９

　　８．４

３５，６３３．２３４

　３６３ ．５

　５７３

　　１２．９

６２，９４５．０２６

　２８７．８

　１ ．０１２

　　５
．５

６， ５３２．２１２

　３５１ ．１

　１０５

　　３ ．９

４９

年版。

横浜市卸小冗商業におげる卸冗業の比重は，７０９劣で６大都市で最低である 。

　名古屋市は中部経済圏の中心都市であり ，卸冗業の全国構成比は７３〃こ達

し， また市内卸小冗商業におげるその比重は９２９劣と東西巨大都市はほぶ 同一

水準である 。

　関西３大都市は，既に指摘したように，相互に違った機能を分担する連環 ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６０）
連担都市であるが，卸商業機能に関しては大阪市に集中している。そのなかで

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２９）
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神戸市は京都市に最も類似しており ，卸売業の全国構成比は１２％，市内卸小

冗商業におげるその比重は７８９劣である 。

　こうした各都市の全副こ占める卸商業機能の差異が人口観模の格差を考慮し

てもなお大きい商業揚模の格差を移成している規定的要因である 。

　以上の前提を念頭に置いて昭和４７～６０年におげる６大都市商業の推移の特徴

を摘出してみよう ，と考える 。

　まず第１に，関西３都市が商業的成長において東夙都区部，横浜市およぴ名

古屋市の後塵を拝していることがわかる。この国の経済における関西経済の地

盤沈下傾向が商業でも表われている，といえよう 。

　第２に，なかでも京都市は商店数および年問商品販売額の増加率で最下位，

従業者数のそれで大阪市につぎ第５位である 。

　長期的な常住人口の減少趨勢が続いている東京都区部と大阪市，特に衰退傾

向薯しいといわれる犬阪市にさえ遅れをとっている京都市商業の状況は深刻で

ある。商店数および年間商品販売額の増加率で最下位に甘んじていることは ，

京都市商業の構造的停滞ないし沈滞傾向を示す最大の指標である。就中，年問

商品販売額の増加率は大阪市を除く４都市に大きく遅れをとり ，トッ プに立つ

東京都区部の２／３の水準に留まっ ている。また，昭和４７～５７年におげる東京都

区部の年間商品販売額の増加率が全国平均を２５ポイソトも上回っていることは

注目に値する 。

　第３に，昭和４７～６０年における年間商晶販売額の推移のなかで，京都市は ，

横浜市に昭和５１年に追い抜かれ，神戸市に昭和５７年に追い付かれ昭和６０年に追

い抜かれていることである 。

　第４に，こうした結果，京都市の商業規模（年間商品販売額）の爾余の都市に

対する格差が拡がっている。東夙都区部の商業規模は昭和４７年に京都市の１７５

倍であったが，昭和６０年には２６．５倍への大幅に格差を広げた。大阪市は，僅か

ではあるが，同じく９．６倍から１０．１倍とな った。名古屋市も，同じく４．３倍か

ら５．７倍とな った 。

　最後に，一層問題たのは，昭和５４年以降の京都市経済の成長停止に近い趨勢

　　　　　　　　　　　　　　　　（２３０）
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と重畳して，昭和５７～６０年の６大都市商業はともに商店数およぴ従業者数で滅

少を経験していながら（横浜市の従業老数のみ例外），年問商品販売額だけは京都

市のみカミ減少となったことである。因に，昭和５７～６０年に政令指定１１都市で年

問商品販売額カミ減少となったのは京都市と北九州市（Ｏ．５％）の２都市のみであ

る。

　以上分析してきた京都市商業の趨勢を反映して，　「地域経済総覧』によれは

都市の成長力（比較２時点間増減率）と民力度（全国＝１００とした一人当りの水準）

におげる商業係数はいずれも低下傾向を示している。すなわち，京都市の都市

の成長力の商業係数は昭和５１年 ＝１１１ ．４，昭和５５年 ＝１００．８，昭和６１年 ＝９３．６と

推移したが，民力度の商業係数は昭和５１年＝１１４９であ ったが昭和６１年 一１０２４
　　　　　　６ユ）

へと滅少した。まさに今，京都市商業も岐路に直面し，町つくりと 二もに，そ

の根本的刷新に迫られている 。

　　５２）京都市総務局統計課ｒ京都市の商業』昭和６０年版，１７べ一ジ（参考表）を参

　　　照。本稿執筆時点で通産省ｒ商業統計表』昭和６０年版は刊行されていない 。

　　５３）京都市総務局統計課ｒ京都市民経済計算』昭和５８年度版，を参照 。

　　５４）経済企画庁編ｒ経済要覧』昭和６１年度版，を参照 。

　　５５）京都，就中，室町を中心とする京都市の和装織維関係の卸売業の実態について

　　　は，さし当り次の資料を参照，京都府立中小企業総合指導所ｒ京都府産業の展

　　　望』１９８３年版，ｒ第３編／第２章／第２節　繊維品鉤売業」；京都市経済局『京都

　　　市の経済』１９８３年度版，ｒ第４章／第２節／２　繊維品」；京都府立中小企業総合

　　　指導所『京都染呉服製造錬産地診断報告書』昭和６０年３月 。

　　５６）京都府立中小企業総合指導所『呉服市況』昭和５９年９月 ，同『京都主要業界の

　　　動向と課題』各年版；同ｒ京都府中小企業の経営指標』各年版，を参照 。

　　５７）　「京の大型店／凍結解除＜第１部～１－５＞」『京都新聞』昭和６１年３月２５～２９

　　　目，を参照 。

　　５８）繊維工業構造改善事業協会ｒ京都地区ファヅンヨソタウソ事例研究報告書／２１

　　　世紀のファッショソタウソ京都』昭和５９年３月；ｒ京の大型店／凍結解除＜第２

　　　部～１－６〉」ｒ京都新聞』昭和６１年４月１～６目 ，を参照 。

　　５９）　（財）矢野恒太記念会編／矢野一郎『目本国勢図会』１９８５年版，ｒ第３６章　わが

　　　国の貿易〔港別貿易〕」，を参照 。

　６０）経済企画庁調査局編『地域経済の新展開』昭和５９年６月 ，「Ｉ ．各論／６．近

　　　畿」，を参照 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３ユ）
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　６１）東洋経済新報杜ｒ地域経済総覧』昭和５１ ・５５ ・６１年度版，を参照 。

第６章　京都市観光産業の構造的停滞

第１節　京都市商工業に一おげる観光産業の位置

　周知のように，京都市経済たいし商工業に観光産業が占める比重は極めて高

い。 したがって，観光産業の帰趨は京都市経済の盛衰に重大た影響を与える 。

前章で分析した特に京都市商業の昭和５７～６０年におげる深刻た落ち込みの一部

は， 京都市観光産業の構造的停滞傾向と重畳するものである。そこで，本早で

は， まず第１節で京都市商工業における観光産業の位置を確定し，第２節で総

観光客数と観光消費額の推移を分析することを通じて，京都市観光産業の現況

を明らかにしたい，と思う 。

　京都市商工業におげる観光産業の位置を明らかにするための図表が，第４図

および第１３表，第１４表である
。

　京都市で観光産業とよぱれるものは，小売業 ・飲食業，運輸業，宿泊 ・娯楽

　　　　　　　第４図　京都市観光産業の業界別売上高（昭和５７年）

　　　１　観光産業年間売上高　　　　　　２　直接観光関係分年問冗上高

　　　　　　娯楽施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　文化施設１０２億円（３
．７）

　　　　　　６２７億円（４８）　　　　文化施設１６９億円（１３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　娯楽施設６８億円（２４）
　　　み刺ナ 　　　　

駐車場１３５億円（１０）

　　 駐車場１。億円（。。）
　　　　８２０億円（６

・３）

　　料飲　　　　　　　　石油小売９億円（０３）
　句申小売　　　　　　　　 ３， ５３９億円

ｇ滞　　　 （・・ ．・） 　　 文通宿泊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６３億円　　　６４２億円宿泊１ ・０６４億円（…）

　　　　　　 （Ｐ ．・）（…１）

　　　　　　　 交通商店街・百貨店　商店街・百貨店
　　　　　　

２・３９４億円３
，３０４億円 　　　４２６億円　　料飲

　　　　　　　
（１８ ・５）（・・

．・） 　　 （１・．・）みやげ…億円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５３５億円　　（２２
．４）

　　　　　　　　　　　　　　　　　直接　　　　　　 １兆２ ・９７６億円

　　　 観光
　（１９ ・２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　関係分
　　　　　　観光産業の年間冗上け高　　　　　　 ２，７８４億円

資料）京都市観光協会『京都観光基本調査報告書』昭和５９年１２月 。

　　　　　　　　　　　　　　（２３２）



　　　京都市産業経済の趨勢と問題点（下）（若林）

第１３表　観光産業の事業所数 ・従事者数等（業界別）

５３

（昭和５７年）

業界

項目
観光産業宿泊料飲みやげ交通 隷犠 駐車場 纏商 ・百

事業所数　２１．０９５１．０２５１４．６７６６７０２．８６２１４９１４２２８８４１０　８７３

従事者数（人）　１２０．６５４１２．６１５５６．６９４７．２１５２６．２２６１．９３２２．１７０　９８４２．３７７１０，４４１

１事業所当たり
従事者数（人）

５， ７　　 １２．３　　 ３， ９　 １０．８１・Ｏ（注）１３ ，０　１５ ．３　３ ．４　５ ，８　１２．０
　　　　　　　　　　ユ０５

．８

注）上段は個人タクシー（２，６３９事業所，２，６３９人）

　下段は個人タクシーを除いた数値（２２３社，２３，５８７人）

資料）第４図に同じ 。

　　　　　　　　　　　第１４表　業界別観光依存率
（昭和５７年）

項目

業界
　　　観光産業みやげ宿泊文化施設料飲曹鶴 ’交避娯楽施設

観光依存率（％） ２１，５　　　６５，２　　　６０，３　　　６０，２　　　１７，６　　　１２，９　　　１１，２　　　１０．８

備考）　 “駐車場，石油小売を合む 。

資料）第４図に同じ 。

文化施設たど各種サービス業と第３次産業の広い範囲に及ぶ 。

　昭和５７年の観光産業の推定総売上高は１兆２，９７６億円で，京都市商工業の推

定冗上高＝９兆９５７億円の１４％にあたる（第４図，を参照）。

　観光産業の売上高のうちいわゆる直接観光関係分は２，７８４億円（この数字は調

査方法の違いにより京都市文化観光局が毎年作成しているｒ京都市観光調査年報』にお

ける観光消費額とは一致しない）であり ，京都市商工業の売上規模の３劣にあた

る。

　また，昭和５７年の観光産業の事業所数は２１ ，０９５，従事者数は１２万６５４人で ，

京都市の事業所総数の２０％，従事者総数の１６刎こあたる 。

　さらに，観光産業の観光依存率は平均２１５劣であるが，なかでも土産 ・宿泊

・文化施設の依存率はいずれも６０劣台と極めて高い 。

　そして，京都市観光産業の原材料 ・製品 ・サービスの市域内調達年問売上高

は４，９８１億円で，市域内調達率は３８４％である。そのうち，直接観光分は１ ，１５０

億円で，市域内調達率は４１３〃こ達する。直接観光分の市域内調達額の大きい

業種は，料飲，宿泊および土産がそれぞれ３００億円台，商店街 ・百貨店が１７０

　　　　　　　　　　　　　　　　（２３３）
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億円である 。

　ところで，観光産業の年間売上高とそれに伴う波及効果額を加えたものを

京都市観光産業の市内産業観模とすると，昭和５７年におげるその規模は２兆
２， ７５３億円と推定されており ，京都市商工業の推定冗上高の４分の１にまで達

する，といわれる。そうした条件の下での直接観光関係分は４，９７６億円であり ，

京都市商工業の売上揚模の５５刎こあたる。この金額が前述の京都市文化観光

局推計の観光消費額（４，５７嫡円）に近い 。

　かくして，観光産業はその波及効果を含めると直接観光分だげでも京都市経
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６２）
済にとっ てかたり重要な比重と位置を占めていることが分かる 。

第２節　総観光客数と観光消費額の推移

　こうして凪都市経済にとっ てかなり重要な比重と位置を占める観光産業は ，

昭和４８年以降のこの国の不安定低成長期にどのように推移したのであろうか？

この問題を分析するために作成したのが第５図である 。

　まず，京都市に入洛した総観光客数の推移について検討しよう 。

　京都市の総観光客数が昭和３８年以降の２千万人台から３千万人台に達したの

は， 第５図の初年目＝大阪万国博覧会開催年の昭和４５年のこと（３，３９７万人）で

ある。以後，昭和４８年に３，６３５万人となり３千５百万人という一つの大台を越

えた。しかし，それ以後，昭和５６年の３，９７０万人を京都市観光史上のピークと

して３，７００万人～３，９００万人の問を変動している 。

　同時に，止目すべきことは，京都市の総観光客数が増加してきたのはほとん

どもっぱら個人観光客の増加の結果であるということである。修学旅行客を始

めとする団体客数は昭和３０年代後半には５百万人台に達しており ，その後，大

阪万博の昭和４５年の７０２万人を例外としてほ１４百万人台で横這い趨勢にある 。

これに対して，個人観光客は，昭和４４年に２千万人の大台乗り以来はぶ一貫し

て増加し早くも昭和４８年には３千万人台に達し，昭和５０年代の横這い基調のな

かで昭和５６年に３，４３８万人のピークを迎えたのである 。

　京都市の総観光客数が昭和５０年代にほ父３，８００万人台で停滞しているのは ，

　　　　　　　　　　　　　　　　（２３４）



５， ＯＯＯ

（万人）

（億円）

４， ０００

３， ０００

第５図

　　　京都市産業経済の趨勢と問題点（下）（若林）　　　　　　　　　５５

昭和４５～６０年の京都市におげる総観光客数と観光消費額の推移

総観光客数
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　昭和４５４６４７４８４９５０５１５２５３

資料）京都市文化観光局陳都市観光調査年報』各年版 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３５）
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多数の要因の複合的結果である，と推定される 。

　まず第１に挙げられるのは，この問に，東京デ ィズニーラソドの開業（昭和

５８年４月）や筑波科学万博（昭和６０年３～９月）など各地での大型エベソトの開催，

リソート地やスキー場の開発といった競合観光地開発競争の激化，上越 ・東北

新幹線の開業や全国高速自動車道と地方航空施設の整備の進行等の交通ネ ット

ワークの格段の改善たどの外部的要因である 。

　つぎに，内部的要因として，いわゆる豊富な観光資源（歴史的文化財〔この国

の国宝の２０劣，重文の１５劣を保有〕）にアグラをかいた「京都観光のマソネリ化」
，

長年の間観光客に悪評を買い毎年「京都観光ワースト３」に挙げられている第

１位＝交通，第２位＝道路，第３位：食事という事情がモータリゼーショソの

下での個人＝マイヵ一観光の急増や「高すぎる食事代」に代表される観光地価

格的な高い物価水準など実質所得横這いのもとでの個人観光客のｒ節約型観

光」に不向きた条件となっていること等が考えられる 。

　因に，昭和４０年に６．８劣（１５０万人）であったマイカー観光は，昭和４５年に

２０６％（７００万人），昭和５０年に２３６劣（８９５万人），昭和５５年に３２０劣（１，２１８万人）
，

そして昭和６０年には４０．９劣（１，５６７万人）への１０倍以上に増加しているが，道路

事情はほとんど全く変っていたいのである 。

　そしてまた，道路 ・交通に対する不満が２０歳台を最筒率にして２０歳未満層か

ら４０歳未満までに集中しているのも首目しうるところであり ，今後の京都観光

にとっ てプイナス ・イメージとなる点でもある。さらに，食事に対する不満は

ほ父年齢に区別なく分布している。以上の問題状況を総合すると，基本的条件

が変らない限り，総観光客数 ＝３，８００万人台が京都市観光の飽和点を示してい

るというべきかもしれない 。

　したがって，京都市経済に占める高い比重と位置にも拘らず，観光産業に京

都市産業経済の将来を託すことは決してできたい，と考えるべきである 。

　そして，京都市の総観光客数の停滞は，直接的には関東地方以北およひ九州

といった遠隔地客の傾向的減少によるものであり ，そこに外部的要因と内部的

要因の複合作用が最も強く働いている，と考えられる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３６）



　　　　　　　　　　京都市産業経済の趨勢と問題点（下）（若林）　　　　　　　　　　５７

　他方で，京都市におげる観光消費額は，昭和４６年におげる前年の大阪万博の

反動を例外として昭和４０年代半ばから５０年代半ば過ぎまでは消費者物価の急騰

の影響もあ って年間１，６００～１，８００億円台から４，４００億円以上へとほ父順調に増

加した 。

　そして，まさに昭和５０年代の総観光客数の停滞にも拘らず観光消費額は昭和

５６年までは一貫して増加し続げたが，その後頭打ちとなっている。すたわち ，

昭和５６年の４，９０８億円をピーク（総観光客数のピークでもある）として，その後は

総観光客の増減に比例しながら４，４００～４，６００億円の問を推移している 。昭和５６

年以降，一人当り観光消費額が横這い基調になっているのである 。

　かくして，昭和５０年代半ぱ以降，京都市観光産業は飽和状態的水準のなかで

文字通り構造的停滞状況に陥っている，といわなげれぱならない。この状況か

らの根本的脱却は容易たことではない。しかも，観光客のための町づくりとい

うのはまさに邪道である。常住者（定住者）にとっ ての生活空間におげる歴史

的文化遺産の掘り起こしや個性的アイテソティティの設計，道路 ・交通機能の

拡充整備，さらには杜会的精神的に開かれた生活文化の濫れた町つくりこそが

外来者＝ヒトを引き付げるのである。地域ごとの個性的な町づくりこそ，今 ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６３）
逆に問われているというべきである。古都税でもめる古都に魅力はない 。

６２）京都市観光協会『京都観光基本調査報告書』昭和５９年１２月 ，同ｒ京都の観光産

　業のあらまし』昭和５９年１２月 ，京都市文化観光局ｒ京都市観光調査年報』昭和５７

　年度版；京都府立中小企業総合指導所ｒ京都府産業の展望』１９８３年版，ｒ第４編／

　第２章観光」，を参照 。

６３）京都市文化観光局『京都市観光調査年報』各年版，を参照 。

第７章京都市におげる情報す 一ビス業の後進性

　本早では，通産省ｒ特定サーヒス産業実態調査報告書／情報サーヒス業』昭

和５８年版に基づき，昭和５８年時点の全国 ・政令指定１１都市における京都市の情

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３７）
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報サービス業の現況を提示し，京都市におげる情報サービス業の後進性とその

打開の緊要性を指摘したい，と考えるものである 。

　周知のように，この国は昭和５０年代とくにその後半にいわゆる　「情報化杜

会」への移行期を迎えた。いわゆる「情報化」の進展に対して遅れをとること

は時代と産業構造の変化に地域＝都市産業が適応しえなくなる蓋然性を意味し，

ひいてはその衰退をもたらしたり加速したりすることになりかねない。情報サ

ーヒス業の存在は，地域＝都市産業経済が「情報化」の進展に適応するのを促

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６４）
進したり容別こしたりする重要な意味をもつ。情報サービス業は，コソピ ュー

タの普及に歩調を合わせ主として事業所業務のＯＡ化，工場作業のＦＡ化に直

接関係する対事業所サーヒス業の一つとして急成長の過程にある 。

　情報サーヒス業の業態には，ソフトウェ ア業，情報処理サービス
業， 情報提

供サービス業およびその他情報サービス業があり ，また業務の種類としては事

務計算，その他の計算，ソフトウニ ア開発 ・プ ログラム作成，キー・ パソチ ，

マシソタイム販売，システム等管理運営受託や情報提供サービス等があり ，従

業者の職種も研究員，ンステムエソシニア，プ ログラマーやオベレーター等か

なり多様な範囲に亙っている。しかし，こ二では細目には言及しない 。

　昭和５０年から昭和５８年の問に，全国の情報サーヒス業の事業所数は１，２７６か

ら２，１４８（１．６８倍）に，従業者数は５万７，１６４人から１２万７，９８７人（２．２４倍）に ・

年問売上高は２，７５１億円から１兆９５３億円（４．４７倍）に増加した 。

　こうした情報サービス業は，大都市圏に集中して立地されているのが特徴で

ある。昭和５８年に大都市圏＝広域経済圏 レベルでは東京都と中心とする東京圏

に事業所数の４２４％，従業者数の５８１劣，年問売上高の６５９％が集中している 。

　他方で，大都市 レベノレでは，第１５表で一目瞭然のように，政令指定１１都市に

全国情報サーヒス業における事業所数の６６５労，従業者数の７７４％年問売上

高の８２３％が集中し，この産業が優れて大都市産業であることが分る 。

　だが，情報サーヒス業が大都市に均等に立地しているのでたいことは言う迄

もたい。すなわち，大都市のたかでも東京都区部と大阪市に集中しているが ，

特に東京都区部への集中が著しい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（２３８）
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第１５表　昭和５８年におげる全国 ・政令指定都市におげる情報サーヒス業の現況

　　　　　実数
全　　　国
　　　　　構成比

　　　　　実数京　都　市
　　　　　構成比

　　　　　実数
札幌市　　　　　構成比

　　　　　実数東京都区部
　　　　　構成比

　　　　　実数川　崎　市
　　　　　構成比

　　　　　実数
横浜市　　　　　構成比

　　　　　実数
名古屋市
　　　　　構成比

　　　　　実数
大　阪市
　　　　　構成比

　　　　　実数
神戸市　　　　　構成比

　　　　　実数
広　島市
　　　　　構成比

　　　　　実数
北九州市
　　　　　構成比

　　　　　実数
福　岡　市
　　　　　構成比

　　　　　実数１１大都市計

　　　　　構成比

事業所数 兼業事業所の業務内容
看

合計 専業 兼業
延事業 製造 卸小サービ
所数 業務 売業務 ス業務

その他
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従業者数年問売上高
　（人）　（百万円）

１２７．９７８　１ ，０９５．３０１

　１００．０　　　１００ ．Ｏ

７８７　　　　　５．８７６

０．
６　　　　０ ．５

１． ８３８　　　　１４．４７０

　１．４　　　　１ ．３

６１ ．８４４　　　５９９ ．４１６

　４８，３　　　　５４ ．７

１． ０６２　　　　　５．４７２

　０．８　　　　０ ．５

５． ８０９　　　　７８．０５３

　４．５　　　　７ ．１

５． ３５５　　　　４２，Ｏ０５

　４．２　　　　３ ．８

１７．５７１　１２５．０６４

　１３，７　　　　１１ ．４

８８９　　　　　５ ．１６６

０． ７　　　　０．５

１． ４３４　　　　　９ ．５５２

　１．１　　　　０．９

５９１　　　　２．５５７

０． ５　　　　０ ．２

１． ８９２　　　　１３ ．６１７

　１．５　　　　１ ．２

９９ ．０７２　　　９０１ ．２４６

　７７，４　　　　８２．３

備考）構成比は全国を１００％とした各都市の占有率を表わす。

資料）通産省『特定サービス産業実態調査報告書／情報サービス業編』唱和５８年版 。

　東京都区部には昭和５８年の全国情報サーヒス業におげる事業所数の３３０％ ，

従業者数の４８．３劣，年間売上高の５４．７劣が集中して，爾余の都市の追随を許さ

ない圧倒的た比重を占めている 。

　東京圏の情報サービス業の立地水準に比べると大阪圏は極めて大きな立ち遅

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３９）
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れを否めない。昭和５７年におげる京浜地区（東界都区都，横浜市）と京阪神地区

（大阪市，神戸市，京都市）の人ロー人当りの情報サービス業の売上高比較によ

れぽ，京浜地区は２万１ ，４８４円，京阪神地区は７，２４１円であり京浜地区に遠く及
　　６５）

ぽない 。

　だが，大阪市は東京都区都には遠く及ばたいもの二 ，昭和５８年におげる全国

情報サーヒス業の事業所数の１８０劣，従業者数の１３７劣，年問売上高の１１４％

を占め，政令指定都市第２位の地位にある 。

　ところが，昭和５８年の京都市における情報サーヒス業は，事業所数＝１６（全

国構成比＝０７％），従業者数 ＝７８７人（同，０６％），年問売上高 ＝５９億円（同，０６

％）であり ，京都市の人口および経済が全副こしめる比重にも達したい。京都

市の情報サービス業の水準はほご神戸市と同等であり ，政令指定都市のなかで

は北九州市，川崎市についで低いのである 。

　京都市の情報サーヒス業の１６事業所で昭和５０年代に設立されたのは１事業所

のみであり ，これも今目他都市に重大な遅れをとっ てしまっている重要た原因

の一つである。大阪市の３８７事業所のうち昭和５０年代に設立されたのは１８６事

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６６）
業所で，この点では東京都区部の９１事業所の２倍以上である 。

　かくして，昭和５９年３月，京都商工会議所は京都財界を代表して『提言ｒ高

度情報化杜会へ向げて」』（同会議所情報化対策懇談会／座長 ・堀場雅夫）を公表す

るに至り ，そのなかで「京都は，情報化時代への備えで立ち遅れていると」し ，

「新たな産業杜会の到来に対して，京都経済活性化の最大要素は，まず何より

も情報化への対応策にあると」見なして，現在既に実施過程にあるキャプテソ

システムはじめ６点に亙る施策を提言せざるをえないことにたったのである 。

　だが，京都企業でさえ「情報化」の進展に関わって研究所の東京新設志向を

強めていることは全く皮肉な事態ではある。また，京都府南部の関西学術文化

研究都市計画の展開におげる国際電気通信基礎技術研究所の設立に対応して ，

目本電信電話や東京本杜系先端技術産業企業の進出が予想されているのも興味

深い。これが，京都の「膚報化」に寄与するのかどうかは予断を許さない 。

　６４）　ｒ情報化」の杜会にもたらす思味についてはさし当り次の文献を参照，ソフト

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４０）



　　　　　　　　京都市産業経済の勢趨と問題点（下）（若林）　　　　　　　　　　６１

　ノミックス ・フォローア ップ研究会報告書シリーズｒ（第Ｉ部　構造変化の分析

　一３）情報ネ ットワークと産業組織』（昭和５９年１２月），ｒ（第Ｉ部　構造変化の分

　析一９）高度情報杜会のバラダイム』（昭和６０年１月），ｒ（第皿部　科学技術と経

　済一３）科学技術におげる情報化と人問』（昭和６０年１１月） ，（財）機械振興協会経

　済研究所『高度情報化杜会におげる地方産業の動向と展開に関する調査研究報告

　書』昭和６０年２月 。

６５）住友銀行調査第１部『関西経済のソフト化と課題』昭和５９年３月２目，を参

　照。

６６）通産省ｒ特定サービス産業実態調査報告書／情報サービス業編』昭和５７ ・５８年

　版 ，（財）機械振興協会経済研究所『地域におげるソフト産業成立の可能性とその

　間題点』昭和６０年３月 ，を参照 。

第８章京都市の都市計画と産業立地をめぐる現況と問題点

第１節　京都市におげる工場流出問題

　本稿の最後に京都市の都市計画と産業立地をめくる諸問題を工場立地問題を

中心として検討したい，と思う 。

　京都市において市域外への工場移転 ・新設（以下，一括してｒ流出」と総称する）

が，　「産業空洞化」ないし「経済活力の低下」をもたらす杜会的に重大た問題

として取り上げられて久しい。こうした工場流出問題の発生と展開は京都市に

限られたことではなく大都市に共通した現象である 。

　すなわち，一方で，昭和４０年代末以降，大都市は，この国の政策立法である

いわゆる工場等制限法，工業再配置促進法や工場立地法（以上，工場三法と称す

る）等によっ て工業の「移転促進地域」という制約条件の下におかれ，他方で

は， 工場にとっ てはそれに加えて大都市の高地価の下で既存工場の狭隆性を解

決し，生産規模の拡大や設備の合理化 ・近代化を図るために立地諸条件（地価

・敷地面積，労働力確保 ・賃金水準，道路交通条件，工業用水等）の相対的に良好な

大都市域外への移転 ・新設を進めざるをえなくなってきているからである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４１）
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　京都市域内企業で市域外進出先として最も多いと推定されている滋賀県に昭

和４５～５５年に確保した工場用地は１１０ｈａにも及ぴ，その一方で，昭和５０～５５

年に京都市の土地利用地目別面積におげる工業地は１，２８１ｈａから１，２０９ｈａへ

第１６表　京都市域外への工場移転 ・新設状況
（昭和４８～５９年６月）

移転新設状況

転

出

先

別

行政区

京　都　府　南　部

京都府中　北　部
滋　　　賀　　　県

そ　　　の　　　他
計

食料品製　造　業
繊　　維　　工　　業

衣服 ・その他の繊維製品製造業

木材 ・木製品製造業
業バルプ ・紙 ・紙加工品製造業

出版 ・印刷 ・同関連産業

化　　学　　工　　業

鉄　　　鋼　　　業

種非鉄金属製造業
金属製品製造業
一般機械器具製造業

電気機械器具製造業

別輸送用機械器具製造業

緒密機械器具製造業

窯業 ・土石製品製造業

その他の製造業
計

北

１

１

１

１

上
京

４
（３）

５
（１）

１
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１
（１）
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１
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１
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１

（１）
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東
山
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１
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（１）

２
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５

（１）
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３

１

２
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２
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４
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１

１
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１

（６）
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１

１

１

１
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（３）

５

（３）

５

１
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１
（１）

１

（１）

２
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（１）

１

（１）

１

（１）

１
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１
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計
（７）

２２

（７）

２７

（１０）

１８

２
（２４）

６９

（２）

５
（５）

１２

（１）

２
（２）

５
（１）

４
（１）

２
（１）

６

１

１
（３）

６
（２）

３
（２）

１上
（２）

３
（１）

６

１
（１）

２
（２４）

６９

備考）¢　（）内は本社，事務部門を含め，工場が移転（転出）した数（内数）。

　　◎　尺都市域の企業が，大阪通産局管内に敷地１ ，０００ｍ２ 以上の工場で新設又は移転した件数である 。

資料）大阪通産局資料（京都市経済局経済調査課提供）。

　　　　　　　　　　　　　（２４２）
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　　　　　　　　　　　　　　　６７）
と７２ｈａ も減少しているのである 。

　第１６表は，昭和４８年～昭和５９年６月の問に京都市域の企業が大阪通産局管内

（近畿６府県 ・福井県）に敷地面積１ ，ＯＯＯ　ｍ２ 以上の工場を新設 ・移転した実態

の総括表である 。

　この間に京都市域から流出した工場総数は６９件で，そのうち工場移転（本杜

・事務部門の移転を含む）は２４件（３４．８％）でほ£１／３である。工場転出先は，京

都府中北部が２７件（３９１％）で最も多く ，ついで京都府南部の２２件（３１９％） ，

滋賀県の１８件（２６．１％）と続き，この３地域でほとんどを占める 。

　流出した工場の原所在行政区でみると，南区の１９件（２７５％）が最も多く ，

ついで右思区の１１件（１５９％），さらに上京区と中京区のそれぞれ１０件（１４５％）

が続き，４行政区で５０件 ＝７２．５劣を占める 。

　業種別では，衰退ないし構造不況産業の繊緯が１２件（１７．４劣）で最も多く ，

ついで最も高い成長を誇る電気機械の１０件（１４．５％）が続き，さらに化学，金

属製品および精密機械の３業種がそれぞれ６件（８．７％）で並んでいる 。

　これを工業類型で見ると，工場流出の最も多いのが都市＝金属加工型の２８件

（４０６％），ついで地方資源型の２３件（３３３％），さらに基礎資源型の１２件（１７４％） ，

最も少ないのが私が大都市型と境定している都市＝雑貨型の６件（８．７％）であ

る。

　工場移転は，原所在行政区では右京区が６件（２５％）で最も多く ，南区の５

件（２０．８％）がそれに続く 。業種別には，繊緯が５件（２０．８％）で最も多く ，つ

いで金属製品の３件（１２．５％）である 。

　こうした京都市域内の工業地の減少と特に敷地面積１ ，ＯＯＯ　ｍ２ 以上という中

観模以上の工場流出は既に指摘した大都市に共通した現象であると 上もに，同

時にまた，京都市に特有の事情との複合的な結果でもあることを見落としては

ならない。すなわち，京都市に特有の地価問題と都市計画 ・イソフラストラク

チュ ァ（杜会資本）整備等の問題が存在しているからである。次節以下でこれ

らの諸問題を検討しよう 。

（２４３）
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第２節　京都市の地価問題

　周知のように，今目のこの国の都市，就中，大都市がか二 える難問の根源に

土地（所有） ・地価間題がある。土地 ・地価問題が解決すればこの国の都市が当

面抱えている問題の大半が解決するであろう，というのは乱暴な認識であろう

か。 私には，そのようには到底思われないのである。しかし他方で，この国の

都市問題学者の多くはか二る問題を理論的に解明しそれを解決していく具体的
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６８）
方策の提起を怠っている（勿論，例外的な学者もいるにはいる），ように私には思

えてたらない。この国の土地 ・地価間題は現実的には難間中の難間であろう 。

だが，この国の地価総額が，領土面積が２６～２７倍もあるアメリカ合衆国のそれ

よりも高いという笑えない玩実を放置してよいわげがない。可住地面積が狭く

人口が多いという自然的杜会的事情だげでか二る事態が生じているのではない

からである。とはいえ，こ二で，この問題に立ち入る余裕はない。私は，こ二

では，都市計画と産業立地に関連させて京都市の地価の現況と特質を指摘する

に留めたい 。

　この国の市街地価格は，第６図に示されているように，高度経済成長の開始

時点でもある昭和３０年３月起点にすれば，その終焉点の昭和４８年９月には２６倍 ，

昭和６０年３月には４２倍にまで達した。この間，卸冗物価上昇率は２４倍，消費

者物価は５．３倍，一人当り国民所得（名目）は２５倍（昭和３０～５９年）であるから ，

地価の異常騰貴は明白である。か二る異常１な地価騰貴は，欧米先進国と比べて

この国では零細化された土地私有権の絶対性が保護され，土地所有者が公共的

開発による土地増価分（いわゆるキャピタルゲィソ）を取得することを法認（放任）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６９）
している土地法制（土地利用観制）も重大な役割を果たしているのである 。

　他方で，元来高水準であった６大都市の地価は，同じく昭和３０年３月を起点

として昭和４８年９月には３３倍，昭和６０年３月には５６倍にまで達し，全国市街地

価格の平均上昇率をはるかに上回った 。

　そして，用途地域別の地価上昇水準は，全国平均 ・６大都市ともに，住宅地

が最も高く ，そして工業地，商業地の順に続くが，全国平均に比べて６大都市

　　　　　　　　　　　　　　　　（２４４）
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第６図　全国市街地価格の捷移（昭和３０年３月＝１００）
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資料）（財）目本不動産研究所『全国市街地価格指数／全国木造建築費指数ｊ昭和５９年３月版 。

（２４５）
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の地価は商業地に対する住宅地と工業地の地価上昇率がかなり高い。すなわち ，

昭和３０年３月～昭和６０年９月の商業地の相対上昇率を１．Ｏとすると，住宅地と

工業地の相対地価上昇率は，全国はそれそれ１６，１１であり ，６大都市はそ
　　　　　　　　　　　７０）
れぞれ２．５，１．８である 。

　換言すれぱ，大都市の住宅地と工業地の地価が相対的に商業地に接近したこ

とを意味する。したがって，工業地価間題から見れば，大都市におげる工場立

地の都市集積利益よりも地価上昇不利益の方が高くなった事情が工場流出を招

来しているという当然の結果が導出されるのである 。

　扱て，第１７表によれ１ま，昭和３０～５９年において６大都市のなかでも京都市の

　　　　　　第１７表　京都市／６大都市／全副こおげる市街地 ・用途別

　　　　　　　　　地価の５年間移動平均上昇率（年率）

期　　　間

Ｓ． ３０→Ｓ ．３５

Ｓ． ３５→Ｓ ．４０

Ｓ． ４０一÷ Ｓ． ４５

Ｓ． ４５一→Ｓ ．５０

Ｓ． ５０一ケ Ｓ． ５５

Ｓ． ５５一→Ｓ ．５９

用　　途

京都市

６犬都市

全　　国

京都市

６大都市

全　　国

京都市

６大都市

全　　国

京都市

６大都市

全　　国

京都市

６大都市

全　　国

京都市

６犬都市

全　　国

商業地
２５～３０％

　１８％

　２３劣

２０％前後

　２５劣

　２０％

７～８％

　９％

１３％

１０～１２劣

１５％

１６％

４～５％

　４％

　３％

７～８％

　９％

　５％

住宅地
３５～４０％

２５劣

２２％

２０～２３％

　２８％

　２１％

１７～２０％

　１２％

　１５％

２４～２８％

　２３劣

　２２％

６～７％

　９％

　６％

６～７％

　６％

　７％

工業地
４５～５５劣

　２９％

　２４劣

２５～３０％

　３３％

　２５％

１４～１６％

　８％

　１０％

２０～２２％

　１９劣

　１９％

２～３％

　３劣

　２％

５～６劣

　５劣

　４劣

備考）時系列の基準期間は二各年３月末～各年３月末である 。

資料）（財）目本不動産研究所研究部〔京都支所経由〕より提供された（未公

　　表資料）。

　　　　　　　　　　　（２４６）
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工業地の上昇率はかなり高いといわたげれぼたらない。市街地 ・用途別地価の

５年間移動平均上昇率（年率）で，京都市は昭和３５～４０年を除いて工業地価上

昇率は６大都市平均と同一水準かそれより上回っている 。昭和３０～３５年およひ

４０～４５年の２期間の京都市の工業地価は６大都市平均を大きく上回って上昇し ，

また昭和４５～５０年も僅かであるが６大都市平均を上回る
。

　また，京都市の住宅地価も工業地価に近い上昇趨勢を描いている。逆に，商

業地価の上昇率は，昭和３０～３５年の１期問を除いて６大都市平均を下回ってい

るほか，ほ£ 同一水準である 。

　これらの事実を総合すれば，昭和３０～５９年の長期に亙る京都市の地価上昇の

趨勢は，工業地価と住宅地価が相対的に６大都市平均以上に商業地価に接近し

ていることを意味するのである。このことは，京都市が二方を山系に囲まれし

かも古都保存 ・近郊緑地保存区域と重畳するため開発不可能であり ，南にのみ

開かれた開発可能空問を有しかつか二る空問が国土軸 ・地域問幹線道路に囲ま

れているという特性をも併せもち，さらに爾余の５大都市とは違って海洋に隣

接していない（海面埋立地の造成を不可能とする）という異質な地勢的特性と強い

相関をもっ ていると思われる 。

　こうした地勢的特性から京都市の市街地価格は都心から離れるにつれても大

きくは下がらない高位安定的特徴をもち，市街化調整区域で漸くかなりの下落
　　　　　　　　　　７１）
をみる，といわれている 。

　このようた都市計画にとっ て極めて難しい条件の下にある京都市の都市空問

を保存と開発という相互に矛盾する杜会的要請から計画的かつ有効に活用しよ

うとすれぱ，京都市計画当局の地勢的特性を十分に見極わめたかなり高度な政

策的 ・実践的（企画 ・立案 ・執行）行政能力を必要とする。京都市の地価の異常

騰貴は，次節で言及するように，この行政分野におげる多少なりとも失政の結

果でもある，と思われる 。

　この点を示竣しているのは，６大都市における京都市の相対地価の高位性で

ある 。第１８表は昭和４９～５８年におげる住宅敷地価格の推移を示すものである 。

　それそれの都市の中枢管理機能等の集積水準を甚斗酌した相対地価を想定すれ

　　　　　　　　　　　　　　　　（２４７）
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第１８表　６大都市の住宅敷地価格の推移

　　　　　　　　　　　　　　（単位／３．３ｍ２，１００円）

１
昭和・・年度１ 昭和・・年度１ 昭和・・年度１

昭和５８年度

京都市
３， ９９５ ．９ ４， ７８２．８ ５， ７３７．７ ８， ０３８．５

東京都区部 ４， ９１７．０ ５， ８９４．３ １０，５８４．１ １２，７２５ ．８

横浜市
２， ５７７．３ ３， ２３５ ．１ ５， ６７４．９ ７， ６６５ ．８

名古屋市
２， １７７．９ ２， ８１７．６ ４， ５１０．４ ５， ８７２．７

大阪市
４， ０７８ ．３ ４， ６３０．７ ６， ７２７．７ ９， ９１５ ．２

神戸市
２， ７７６ ．３ ３， ９５３ ．３ ５， ３１４．３ ５， ６５１ ．９

　　　　　　備考）東尺都区部を除く各市の昭和４９ ・５３年度および横浜市の昭和５６ ・５８年

　　　　　　　　度の数値は，各市の行政区毎の住宅敷地価格の単純平均である 。
　　　　　　資料）ｒ地域経済総覧』各年版。

ば， 第１８表に示された京都市におげる相対地価は極めて高いといわなげれぱな

らない。すなわち，昭和４９年において京都市の住宅敷地価格は東京都区部の

８１．３劣で，大阪市とほ父同一水準，横浜 ・名古屋 ・神戸３市をはるかに上回る 。

昭和５８年には東京都区部の６３．２劣，大阪市の８１．２刎こなったもの二 ，爾余の３

都市，就中，名古屋 ・神戸両市よりもなおはるかに高い水準のま 上である。こ

うした事情は，既に分析したように，特に工業地価にも妥当するのは理の必然

である 。

　都市の中枢管理機能等の集積水準を甚斗酌すれば，京都市の相対価格は神戸市

とほ父同一水準で然るべきであろう 。相対的に「高過ぎる地価」，これが京都

市の地価特性であり ，工場流出が続き，工場立地が進まない最大の根拠である 。

第３節　京都市におげる工場用地と都市計画をめぐる問題点

　今目の京都市域の都市計画におげる用途指定は，基本的には，昭和４３年の新
　　　　　７２）
都市計画法等に基ついて昭和４８年に行われた。第１９表に示されている京都市南

部の工場用地（用途地域指定におげる工業専用地域，工業地域および準工業地域）は

この時に指定された 。

　工場用地として指定された総面積は約４９０ｈａであるが，昭和５９年７月現在 ，

立地決定済面積は４９劣で５１％が立地未決定面積として残されている 。

　しかも重大なのは，か二る工場用地にスプ ローノレ状に住宅地が入り込み，近

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４８）
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第１９表　京都市における工場用地の現況

６９

（昭和５９年７月）

名　　　称
工場借面積 ド地未溶定面積１立地干既戸積率

上　鳥　羽
　ｈａ５５

．０

　ｈａ２６

．４
４＆０％

上島羽 ・吉祥院 １５ ．６ ４． ７ ３０ ．１

横　大　路
１３７．２ ８４ ．２ ６１ ．４

久　　　　世 １１９ ．３ ２７ ．Ｏ ２２．６

久我 ・羽東師
１６１ ．８ １０７．０ ６６ ．１

合　　　計 ｌｌ・・肪１・・肋 １　 ・…

　　　　資料）京都府商工蔀商工指導課ｒ工場用地案内』より作成 。

年， 住宅と混在し工場地価が住宅地価に引 っ張られる状況になっている。つま

り， 工場立地の進展にとっ て最大の間題であるコスト＝ベネフィヅトに適応し

ない「高過ぎる工場地価」が形成されているのである。同時に，いわゆる住み

よい町づくりにとっ て都市計画地域の用途ないし機能純化が要請されている時

に住工混在地域を彩成することは新たな公害間題，したがってまた既設工場の

立ち退き間題を発生させかねないのである 。

　か二る事態となった重要な要因の一つは，京都市における都市計画行政の姿

勢と手法が用途指定時点の地目が主として田 ・畑であったものを市街地＝工場

用地と指定するだげで，その後は民問テベロヅパー等が開発するに任せてしま

った点にある，と思われる 。

　京都市域でいわぱ唯一の最も広く開発余地の残されている南部地域をいずれ

の用途であれ市街地に指定たいし編入するのは，前述した京都市の地勢的およ

び地価彩成上の特性を考慮すれば，少なくとも公共的土地購入を先行させた後

でなげれぱ地価急騰を招くのは必定であったといわたげれぱならない 。

　しかも，都市計画にとっ て極めて重要な条件となる各種 レヘノレの道路（いわ

ゆるアクセス）計画などイソフラストラクチ ュア整傭が先行したいま 二， スプ ロ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　７３）
一ル状の開発が進んでしまっ たのである 。

　さらに，京都市の道路 ・交通問題は，たんに市域南都の工場用地や工業開発

の問題のみに留まらない。今目，京都市におげる道路率は３．３劣で政令指定１１

都市では広島市についで低く ，高速道賂 ・通過幹線道路 ・域内幹線道路等の道

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４９）
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路交通不ヅトワークが未整備で都市道路交通の渋滞率は近畿圏第１位といわれ
　　　　　　７４）

るほとである。この点も京都市の相対地価を高めている重要た要因の一つであ

り， また第６章で指摘した観光産業の構造的停滞（＝飽和状態）の原因の一つで

もある 。

　この点で，地勢的条件は異なるが，神戸市の北部 ・西部地域開発におげる公

共的都市開発と市街地編入との同時決定の手法（いわゆるｒ飛ぴ島」方式およひ例

外はあるもの二 ，大観模な開発行為は原則として公共的開発によっ て行う方式），　しか

もそこでの宅地造成残土をポートアイラソドや六甲アイラソドの埋立用土砂と
　　　　　　　　　７５）
して活用した点など，乱開発との批判も多いがこの国の問題の多い土地政策 ・

法制の条件下で地価問題に挑戦する行政姿勢は学ぶへき教訓が多い，と思われ

る。

　こうして，京都市の都市計画行政は総点検と重大な反省に迫られている，と

思われる 。

６７）大菌英夫 ・藤井隆 ・飯島貞一編著ｒ地方の時代と工業再配置』東洋経済新報

　杜，昭和５５年３月；京都近代工業振興研究会『研究報告書』昭和５７年３月；目本

　商工会議所他ｒ工場新設 ・移転の動向に関する調査報告書』昭和５８年３月 ，京都

　府商工会議所連合会他ｒ京都府におげる工場立地実態調査報告書』昭和５８年３

　月；京都市ｒ京都市基本計画』昭和６０年３月，を参照。

６８）　さしあたり次の文献を参照，宮本憲一ｒ目本の都市問題』筑摩書房，昭和４４年

　４月 ，同ｒ現代の都市と農村』日本放送出版協会，昭和５７年７月 ，三村浩史他

　　『都市計画と中小零細工業』新評論，昭和５３年２月 ，広岡治哉 ・柴田徳衛ｒ東只

　　・回ソドソの研究』法政大学出版局，昭和５３年１２月；本間義人ｒ反都市の時代』

　東洋経済新報杜，昭和５４年９月；大阪市立大学経済研究所ｊ吉岡健次他編ｒ大都

　市の衰退と再生』東京大学出版会，昭和５６年７月；磯村英一監修 ・坂田期雄編

　　『都市と地域経済（明目の都市１８）』中央法観，昭和５６年１０月；磯村英一ｒ都市

　問題の系譜』東海大学出版会，昭和５７年６月 ，大阪市政調査会ｒ現代の大都市問

　題と都市政策』目本評論杜，昭和５８年３月；都市研究懇話会 ・篠塚昭次他『都市

　の再生』日本放送出版協会，昭和５８年１０月；佐貫利雄ｒ成長する都市／衰退する

　都市』時事通信杜，昭和５８年１１月 。

６９）欧米の土地法制 ・土地利用規制については，稲本洋之助他編著ｒヨーロッパの

　土地法制』東京大学出版会，昭和５８年３月； 渡辺俊一ｒ比較都市計画序説』三省

　　　　　　　　　　　　　　　　（２５０）



　　　　　　　　　京都市産業経済の趨勢と問題点（下）（若林）　　　　　　　　　７１

　堂，昭和６０年５月 ，を参照 。

７０）（財）目本不動産研究所ｒ全国市街地価格指数／全国木造建築費指数』各年版 ；

　経済企画庁調査局ｒ経済要覧』昭和６１年度版，を参照 。

７１）　この点は筆者自身による京都市内各所での聴取調査による 。

７２）都市計画法体系については，さし当り次の文献を参照，遠藤博也ｒ都市計画法

　５０講（改訂版）』有斐閣双書，昭和５５年１０月；五十嵐敬喜『現代都市法の状況』

　三省堂，昭和５８年７月 。

７３）京都市経済局『京都におげる工業的市街地の計副こ関する調査研究報告書（そ

　の皿）』昭和５６年３月；同ｒ京都市工場適地の振興計画に関する調査』昭和５６年

　８月 ，同『京都市南部工業立地の現状と課題に関する調査』昭和５９年３月 ，をも

　参照 。

７４）建設省近畿地方建設局ｒ昭和５８年度全国道路交通情勢調査（道路交通セソサス

　ー般交通量調査）』，ｒ　Ｉ／Ｖ　箇所別基本表」ｒ　Ｉ／Ｖ　箇所別交通量表」ｒ皿／

　ｌＶ　基本集計表」（上 ・下巻），ｒｌＶ／Ｖ　管内独自集計表」「Ｖ／Ｖ　路線別区間

　別情報シート（一般国道）」「概要版」ｒ交通量図」，を参照 。
７５）　この点は，筆老による神戸市市長室 ・都市計画局 ・経済局での聴取による。但

　し，評価は筆者自身によるものであることは言う迄もない 。

結　　　　　語

　以上，私は，京都市産業経済の趨勢と間題点を「都市衰退」傾向諸相の分析

という方法的視座から論述してきた 。

　私は，京都市経済の現状は抜さしならない全面的な危機に直面している，と

考えるものである。その多くは大都市に共通するものでもあるが，京都市特有

の側面も少なくないことは行論で明らかにな ったであろう 。その意味で，京都

市はまさに重大な岐路にさしか二っ ているのである。京都市の市議会と行政当

局， 経済 ・市民団体の責任は極めて重い 。

　京都市は，古都としての歴史的遺産を保存しつ二 ，現代に活用したがら時代

の変化に先行的に対応することを怠ってきた，といわたけれぱならない 。

　われわれは，京都市産業経済と都市計画の現状を全面的に把握し適切な総合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５１）



７２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３５巻 ・第２号）

計画を市民各層との緊密な協力体制の秒成努力の積み重ねのもとで着実に遂行

していかなけれは，文字通りの長期に亙る都市衰退と市民所得の停滞，さらに

は市民福祉水準の絶対的低下を余儀たくされるであろう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９８６．５．５脱稿，６．１８改稿）

　〔本稿執筆のために犬阪通産局，近畿地建，京都府，京都市，大阪市および神戸市

たどの行政機関や日本銀行京都支店，（財）日本不動産研究所京都支所さらに京都商工

会議所，京都工業会 ・西陣織工業組合 ・京都染色協同組合連合会，京都銀行協会，京

都証券取引所，京都産業情報セソター・ マイコソテクノハウス等各種の経済団体 ・業

界団体，市域内主要製造企業の関係者から多大の協力をえた。記して感謝したいと思

う。〕

（２５２）


